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2024 2027 2030

(1) 機械関連 重大・重篤災害 発生件数（3ヵ年移動平均） 2.0件 2.0件 1.5件 1.0件

(2) 機械関連 災害（不休災害を含む） 発生件数 30件 25件 20件 15件

(3) 機械関連 公衆災害（レベルⅡ以上） 件数 3.2件 2.5件 2.0件 1.5件

(4) 機械関連 公衆災害（レベルⅠ～Ⅲ） 件数 11.4件 10件 8件 6件

(5)
機械関連（基礎工事） 期中品質問題
（レベルⅡ以上）

件数 0件 0件 0件 0件

(6) 機械関連（TC/EV/電気機器）　故障 故障件数／100稼働月 1.3 1.0 0.8 0.60%

(7)
機械関連　重大なコンプライアンス違反
（是正勧告書発行）

件数 3.0件 2.5件 2.0件 1.5件

(8) 作業所からのCO2排出量（スコープ1,2） CO2排出量 10.6万t 8.4万t 7.0万t 5.7万t

(1)
機械関連災害撲滅（屈伸式高車取扱い講習会・
バックホウ抜き打ち巡回等）

件数 - 6件 12件 18件

(2)
揚重災害撲滅（移動式クレーン玉掛ワンポイントレッ
スン・タワークレーンオペレータ講習会等）

件数 - 6件 12件 18件

(3)
機械関連公衆災害撲滅（バックホウ抜き打ち巡回・
障害撤去飛散養生の活用等）

件数 - 6件 12件 18件

(1) 機械施工（杭・特殊施工他）の関与率 関与率 70% 80% 90% 100%

(2)
機械関連 期中品質問題（レベルI・Ⅱ以外の適正対
応率）　基礎工事に限る

対応率 100% 100% 100% 100%

(1) 災害（不休災害を含む） 発生件数（3ヵ年移動平均） 5.0件 4.0件 3.0件 2.0件
(2) 公衆災害（レベルⅡ以上） 件数 0件 0件 0件 0件

(3) 品質（機械）
故障率
（故障件数/稼働100カ月）

1.3 1.0 0.8 0.6

指標 現状

マイルストーン
（目標値、達成率など）

① 協力会社
協力会社を指導・教育し、全店の機
械・電気災害及び重大な品質トラブル
を防止できている

１．
安全･品質･環境･
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

あらゆる工事用機械・電気の安全・
品質を主導して責任を果たし、高い
信頼を得ている

あるべき姿
目指す将来像

項目

② 計画組織体制
計画から施工管理まで一貫して対応
できる体制が構築できており、お客様
始め社内外関係者の信頼を得ている

自社機械
ｸﾚｰﾝ等の借用機
械含む

自社機械の維持管理の万全を図り、
安全・品質・環境において他社との優
位性が確保されている

③

機電部門のあるべき姿 安全・品質・環境・コンプライアンスの活動目標（二次方策） 1

（１） 安全・品質・環境・コンプライアンスの活動目標（二次方策）



機電部門のあるべき姿 安全・品質・環境・コンプライアンスの活動目標（二次方策）

① 協力会社
協力会社を指導・教育し、全店の機械・電気災害及び重大な品質トラブルを防止できている

2

【目標項目・目標値の検討】

項目 指標 現状
マイルストーン

2024 2027 2030

機械関連災害撲滅（屈伸式高車取扱い
講習会・バックホウ抜き打ち巡回等）

件数 － 6件 12件 18件

揚重災害撲滅（移動式クレーン玉掛ワ
ンポイントレッスン・タワークレーンオペ
レータ講習会等）

件数 － 6件 12件 18件

機械関連公衆災害撲滅（バックホウ抜
き打ち巡回・障害撤去飛散養生の活用
等）

件数 － 6件 12件 18件

【現状把握】
製和会の全国組織化

製和会

機材C 協力会社

製和会

製和会

製和会 地域
製和会

（仮称）全国製和会

情報交換／交流・連携

竹中経営層

新たな製和会現在の製和会

各機材センター毎に組織している製和会を社内規定に定め、全社的な組織に再編成する

移動式クレーン組立・解体工事への対応強化

2024年 2027年 2030年2021年

機械関連
公衆災害
撲滅

バックホウ抜き打ち巡回

障害撤去飛散養生の活用

機械関連公衆災害トップ３

バックホウ … 9件/年
基礎工事用機械… 7件/年
移動式クレーン … 5件/年

8件/年 6件/年10件/年

機械関連
災害撲滅
（揚重災害除く）

25件/年 20件/年 15件/年

屈伸式高車取扱い講習会

バックホウ抜き打ち巡回

機械関連災害トップ３

高所作業車 … 6件/年
バックホウ … 4件/年
移動式クレーン … 2件/年

揚重災害
撲滅

移動式クレーン玉掛ワンポイントレッスン

タワークレーンオペレータ講習会

揚重災害トップ３

移動式クレーン … 6件/年
タワークレーン … 1件/年
バックホウ … 1件/年

10件/年 7件/年 5件/年



機電部門のあるべき姿 安全・品質・環境・コンプライアンスの活動目標（二次方策）

② 計画・組織体制

計画から施工管理まで一貫して対応できる体制が構築できており、お客様始め社内外関係者の信頼を得ている

3

【目標項目・目標値の検討】

項目 指標 現状
マイルストーン

2024 2027 2030

基礎工事計画及び実施管理への
関与

関与率 70％ 80％ 90％ 100％

基礎工事での
品質トラブルの対応

対応率 100％ 100％ 100％ 100％

2020年 2025年 2030年2015年

レベルⅢ（2.0件/年）※

レベルⅡ（1.2件/年）※

レベルⅠ（0.1件/年）※

軽微なトラブル
・既製杭天端間違い
・既製杭杭芯ずれ
・既製杭高止まり

補修を伴うトラブル
・場所打ち土砂混入
・既製杭破損

・場所打ち杭再施工

現状以下の
発生率

目標：ゼロ件

トラブル発生時100％
個別対応の実施

巡回指導強化（常駐依頼の無い作業所含む）

トラブル対応能力向上

若手管理者教育（現地現物指導）

協力会社とのコミュニケーションの向上

本設試験杭立会い 常駐施工管理

100% （※） 常駐依頼対応100％

※西日本は既成杭未固結採取時のみ立会

【人材育成計画検討】

※：過去10年平均



機電部門のあるべき姿 安全・品質・環境・コンプライアンスの活動目標（二次方策） 4

項目 指標 現状
（3年平均）

マイルストーン

2024 2027 2030

災害（不休を含む） 件数 5件 4件 3件 2件

公衆災害（レベルⅡ以上） 件数 0件 0件 0件 0件

品質（機械） 故障率
（東）1.1
(西）1.4

1.0 0.8 0.6

【現状把握】

公衆災害（ヒヤリハット含む）の経年の推移は微増傾

向にある（西日本は2017年から集計）。

・TCオペレータ会社の安全大会
に参画し、クレーン関連災害ト
ラブル事例による安全教育やコ
ンプラインス教育を実施

・オペレータ巡回で、玉掛3･3･
3運動の推進等を実施

③ 自社機械 自社機械の維持管理の万全を図り、安全・品質・環境において他社との優位性が確保されている

TCEV災害発生件数の経年推移は減少傾向にある。

【目標項目・目標値の検討】

・TCのクライミング、解体
時に工具類が落下しない
ように、アウトマスト部
を垂直ネットで養生した

・EVのクライミング、解体時に工
具類が落下しないようにマスト接
続部の外周と下面を養生した



2024 2027 2030

(1) 計画省人化率（機械・ロボ・IoT） 計画省人化率 - 1.00% 1.25% 1.50%

(2) 仮設費低減（見積原価－完工原価） 億円 - 5億円 6億円 7億円

(1) 着工前計画実施率 件数 - 70% 80% 90%

(2) 計画起因トラブル件数 件数 6件 5件 4件 3件

(3) フロントローディングツールの整備・拡充 件数 - 5件 5件 5件

(1) 継続的な開発への取り組み
開発テーマ件数　(新規含む）
［件］

33 24 32 32

(2) 開発技術の普及展開
作業所適用件数　［件］
（適用数量　［件･日］）

55 60 70 80

(1) 保有高（主要機械） 億円 158億円 160億円 160億円 160億年
(2) 新機能機械導入 台数 - 2台 2台 2台

(3) 保有機械の有効利用 稼働率 42% 42% 44% 46%

(4) 借用機械（金額）のモニタリング 確認率 - 100% 100% 100%
(1) 新たな原価低減活動 件数 - 累計3件 累計6件 累計9件

(2) 機械施工（杭工事）逸失利益低減
増加率
精算金額÷契約金額

9% 8%以下 7%以下 5%以下

(3) 機材センター集約調達額（総合レンタル） 億円 45億円 50億円 55億円 60億円
調達率（東京） 100% 100% 100% 100%
調達率（大阪） 80% 85% 90% 100%

(4) 機材センター集約調達率

先進的な機械施工技術の開発を、圧
倒的なスピードで実現すると共に、導
入効果を定量的に把握した普及展開
ができている

開発･改善
新領域

②

③ 自社機械

建築生産の要となる主要機械の計画
的な保有・更新を図り、技術力と競争
力のある機械運用体制が確立できて
いる

④
調達
（資機材・施工）

工事調達、機械調達等において、受
注活動および期中の生産改善や原価
低減に貢献している

２． 原価力・生産力
建築生産の将来像とリンクした開発
改善に挑戦し続けており、生産性の
向上に貢献できている

①
ﾌﾛﾝﾄﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞ
･計画

初期フェーズから質の高い施工計画
を立案することで、フロントローディン
グに貢献できている

あるべき姿
目指す将来像

項目 指標 現状

マイルストーン
（目標値、達成率など）

機電部門のあるべき姿 原価力・生産力の活動目標（二次方策） 5

（２） 原価力・生産力の活動目標（二次方策）



機電部門のあるべき姿 原価力・生産力の活動目標（二次方策）

① フロントローディング・計画
初期フェーズから質の高い施工計画を立案することで、フロントローディングに貢献できている

6

【目標項目・目標値の検討】

項目 指標 現状
マイルストーン

2024 2027 2030

着工前計画実施率 件数 － 70% 80% 90%

計画起因トラブル件数 件数 6件 5件 4件 3件

フロントローディングツールの整備・拡
充

件数 － 5件 5件 5件

【現状把握】

【着工前計画実施率の定義】
新築着工前に１プロジェクト毎に下記項目の実施状況
をカウント

分類
フロントローディング

の範囲
期中の範囲

① クレーン 計算書・本設構造変更 仮設鉄骨対応

② 解体機 配置 計算書・仮設鉄骨対応

③ エレベータ 計算書・本設構造変更 仮設鉄骨対応

④ 杭・構真柱 施工計画書完了 －

⑤ 山留 施工計画書完了 －

⑥ 特殊 方針決定・基本計画 詳細計画

【計画起因トラブルの定義】
各計画に起因し、作業所の工程に遅延（1日以上）を
与えた件数をカウント

新生産システムが目指す施工管理の効率化 2025年25%向上

施工計画前倒し

3

Revitから出力したタワークレーン計画図例

Revit

従来の2次元CADと同等の
フォーマットで出力ができ
るようテンプレートを整備

設置概要図 基礎詳細図 CLステップ図

３Ｄモデル

BIMを中心とした計画業務フローの標準化③

2

束材

アンカーボルト

押え金物 つなぎ材

JCC-TS530V架台

作図用ファミリの作成例

1W（3/7～） 2W（3/14～） 3W（3/21～） 4W（3/28～） 5W（4/4～） 6W（4/11～） 7W（4/18～） 8W（4/25～） 9W（5/2～） 10W（5/9～）

要件把握

仮プロジェクト作図

作図用ファミリ作成

BIMからの図面のアウトプット

計画Ｇ仕様テンプレート作成

マニュアル作成

▼第1回勉強会 ▼第2回勉強会 ▼第3回勉強会▼3/8契約開始 ▼4/30契約終了▼第4回勉強会

成果物検収
～5/15納品

仮設受梁

設置計算書(CPS）と同じパラメータを入
力することで、任意の形状に変更可能

作図手順の説明動画（第2回勉強会より）

ベースとなる建物モデル上に、様々な作図用ファミリを配置することで、
計画図を作成することができる。
※計画に合わせてファミリのパラメータを変更する。

BIMを中心とした計画業務フローの標準化②

1BIMを中心とした計画業務フローの標準化①

2021年度は小集団改善活動として、BIMソフトの選定を中心とした業務改善を実施し、一定の成果を得た。
2022年度はこの活動を部門内に浸透させるため、BIMコンサル会社と業務委託契約を締結し、業務改革のスピードアップを図る。
① Revitを用いた揚重機計画図作成業務の標準化（マニュアル化）
② 部材ファミリ、揚重機ファミリの充実による作図基盤整備
③ 教育体制の構築とメンバーの意識改革

基本計画

10%

組解体・CL計画

20%

詳細計画

50%

干渉チェック

5%

仮設電気計画

15%

CAD業務比率

CAD業務

25%

打合せ・現地確認

・思考業務・構造計算

・予算書作成・その他

65%

定例行事・事務処理他

10%

西日本機材センター計画G業務比率

総労働時間:2,000h/年・人 CAD使用時間:500h/年・人

基本計画 → 5%
詳細計画 → 25%
干渉チェック → 5%

3D業務比率目標値 35%

■ 現状分析

Revit

ArchiCAD

Multiframe

委託内容抜粋

Revit

2022年度生産系部門では、プロ
ダクト部、技術部に次
いでCAD利用時間が多
い

＜＜業務委託契約概要＞＞

委 託 先 ：AECテックソリューションズ
契約名称：Revitを用いた揚重機計画図

作成の標準化についての支援
業務

契約期間：2022/3/8～2022/4/30
委 託 料 ：80万円

ＢＩＭを中心とした揚重機計画の業務フロー構築 原価シミュレーションシートの作成（例）



機電部門のあるべき姿（案）

② 開発・改善 新領域
先進的な機械化施工技術の開発を、圧倒的なスピードで実現すると共に、導入効果を定量的に把握した普及展開ができている
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項目 指標 現状
（2か年平均）

マイルストーン

2024年 2027年 2030年

開発テーマ件数 件 33 24 32 32

作業所適用件数
（適用数量）

件 55 60 70 80

【目標項目・目標値の検討】【現状把握】

【2021年度 ：計70件】
①建トゥン ：20件
②アップロー+ ：25件
③TawaRemo： 1件
④AXキュイーン ： 5件
⑤ラインドラゴン ： 3件
⑥給電レール ： 1件
⑦I-bow        ： 1件
⑧PLC分電盤 ： 8件
⑨ロボットプラットフォーム：6件

■開発テーマ件数

■作業所適用件数

【2020年度 ：計39件】
①建トゥン ：12件
②アップロー+ ：16件
③AXキュイーン ： 6件
④ラインドラゴン ： 4件
⑤給電レール ： 1件
⑥墨出しロボット： 0件

管理区分 件数
（3年平均）

年度毎件数

2020年 2021年 2022年

東日本 11 10 12 12

西日本 18 16 17 21



機電部門のあるべき姿 原価力・生産力の活動目標（二次方策） 8

項目 指標 現状
マイルストーン

2024 2027 2030

保有高（主要機械※1） 億円 158億円 160億円 160億円 160億円

高機能機械購入
購入
台数

― 2台 2台 2台

保有機械の有効利用 稼働率 42% 42% 44% 46%

借用機械（金額）のモニタリング 確認率 ― 100% 100% 100%

※1 定義 （主要機械）= （120tm以上のクレーン） ＋（2t以上のエレベータ）

＋（電気機器）＋（測量機）

【目標項目・

目標値の検討】

③ 自社機械

（保有高の推移）
2000年以降、低稼働かつ借用容易な機械の廃棄を進め、

主要機械の保有高は直近10年平均160億円。

※2016年検討時 主要機械保有高⇔対施工高比率の

1.6%（Min）と試算

2030年にはグループ成長戦略の目標である国内建築

11,400億円の売上に対して機械の保有を行う

稼働率を2016年の40%から46%に上げることを目標とし、

11,400億円×0.016×40/46=159億円

の保有高を維持する

（稼働率の推移）

0.3ポイント/年上昇を維持している。

建築生産の要となる主要機械の計画的な保有・更新を図り、
技術力と競争力のある機械運用体制が確立できている

（借用率の推移）

借用率は増加傾向にあり、不足を借用で

補う傾向が強まっている。
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③ 自社機械 建築生産の要となる主要機械の計画的な保有・更新を図り、
技術力と競争力のある機械運用体制が確立できている

●自社保有の高機能機械の事例

１．工事用エレベータ HCE-3000HS（開発購入機）

・搬器昇降速度と扉開閉速度の高速化により

揚重効率養生効率を22.5％UP（従来機2.8t比）

・大型踏板の搭載により

労務11日、製作コスト180万円、火災リスクを削減

２．解体用タワークレーン OTS-130HS（購入機）

【従来機】解体機1→解体機2→解体機3 計3台

【購入機】解体機1→解体機2 計2台

解体１ステップ削減により、工程、解体費を大幅削減

３．小型タワークレーン

OTS-CP23（開発機）

・旋回後部半

径の同クラス

最小化により、

狭小地での計

画柔軟性UP。

・シリンダー電

動化により、

作動油飛散リ

スクの低減
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機電部門のあるべき姿 原価力・生産力の活動目標（二次方策）

④ 調達（資機材・施工）
工事調達、機械調達等において、受注活動および期中の生産改善や原価低減に貢献している

10

項目 指標 現状
マイルストーン

2024 2027 2030

新たな原価低減活動 件数 － 累計3件 累計6件 累計9件

機材センター集約調達額 億円 45億円 50億円 55億円 60億円

機材センター集約調達率

東京 率 100% 100% 100% 100%

大阪 率 80% 85% 90% 100%

《当社分析》 完工原価に占める仮設工事の割合

■仮設工事は完工原価の約10%（900億円）を占める

東京本店における完工原価比率
（2020年度）

No 種別 比率

1 仮設 10.1%

2 経費 10.3%

3 躯体 20.6%

4 仕上 24.0%

5 設備 23.4%

6 雑種 11.3%

7 その他 0.3%

（2021年度）
■全店完工高 ：9,577億円
■全店完工利益： 862億円
■全店完工原価：8,715億円

No 種別 比率
金額

（億円）

1 仮設 10.1% 880.2

2 経費 10.3% 897.6

3 躯体 20.6% 1795.3

4 仕上 24.0% 2091.6

5 設備 23.4% 2039.3

6 雑種 11.3% 984.8

7 その他 0.3% 26.1

全店における完工原価比率
（2021年度）

仮設
10.1%

経費
10.3%

躯体
20.6%

仕上
24.0%

設備
23.4%

雑種
11.3%

仮設品目強化WG資料 仮設費10%

億円 億円

総合レンタル調達実績
東京本店 大阪本店 東京本店 大阪本店

レンタル費

運搬費

修理費

滅失費

【10年平均での考察】
・東京のレンタル費は80%程度⇔大阪のレンタル費は90%程度
・東京は運搬費の比率が14%と高い
・東京・大阪とも修理・滅失費は6%程度 【目標項目・目標値の検討】

【現状把握】

原価シミュレーションシートの作成（例）

・機械施工調達は直接行っていないが、調達部と連携し、実施工状況を共有
（定期連絡会の実施）することで、安全・品質が確保できる協力会社を査定し、
機械施工調達の支援（助言）を行い、品質不良による補修工事の削減を図っている。
過去5年で平均9％程度の工事費増加が発生している。

【工事調達】

項目 指標 現状
マイルストーン

2024 2027 2030

逸失利益低減 精算金額÷契約金額：増加率 9％ 8％以内 7％以内 5％以内



2024 2027 2030

(1) 人材 人員数（新社員除く） 182人 193人 202人 200人

(2) ＷＬＢ 時間外労働時間 20h/月 20h/月 20h/月 20h/月

(3) 組織体制 ﾏｲﾙｽﾄｰﾝ達成率 - 100% 100% 100%

(1) 人員確保 人員確保施策実施率 - 100% 100% －
(2) 採用数（全国型） 採用数（全国型） 平均1.3人 平均5人 平均5人 平均5人
(1) 業務の全店標準化 全店標準化件数 - 6件 累計13件 累計20件
(2) 部門間連携 部門間連携施策件数 - 2件 累計5件 累計7件
(1) シニア層活用 シニア層活用施策件数 - 3件 累計7件 累計10件
(2) 業務体制整備 体制整備実施率 - 100% 100% －
(3) 職場環境 従業員満足度調査点 3.5 3.6以上 3.8以上 4.0以上
(1) キャリアプラン ｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝ実施率 - 70%以上 70%以上 70%以上
(2) 建機系専門教育 教育計画実施率 - 100% 100% －

指標 現状

マイルストーン
（目標値、達成率など）

３． 人材･専門技術

より高度な機械施工を実現できる人
材・体制が確保されており、プロジェ
クトの課題解決に貢献すると共に、
技術の伝承と専門技術の蓄積が図
れている

あるべき姿
目指す将来像

項目

④ 伝承・教育
専門性かつ経験が必要な工事に継続
して取り組んでおり、現地現物（自社

① 人材確保
基幹業務に加え、高速通信技術など
新たな領域に対応できる専門人材を

②
東西交流
部門間連携

人・物・技術の交流・共有・活用が図
れ、他部門と一体感、温度感・スピー

③ ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨｰ
シニア層など多様な人材の個性や能
力が”適所適材”で発揮できている

機電部門のあるべき姿 人材・専門技術の活動目標（二次方策） 11

（３） 人材・専門技術の活動目標（二次方策）



機電部門のあるべき姿 人材・専門技術の活動目標（二次方策）

① 人材確保
基幹業務に加え、高速通信技術など新たな領域に対応できる専門人材を計画的
に確保できている

12

2031年197名
（55歳以下138名）

2021年182名
（55歳以下163名）

2031年175名
（55歳以下116名） 2041年145名

（55歳以下119名）

1人当たり完工高は横這い

過去に例のない1人当たり完工高に急増

2041年195名
（55歳以下169名）

【目標】 毎年5名採用できた場合の人員数推移【現状】 これまでの実績を踏まえた人員数推移
完
工
高
増
、
役
割
拡
大
を
踏
ま
え

２
０
０
名
を
維
持

6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

1 募集方法検討

・若手社員による卒業校訪問強化
・ﾘｸﾅﾋﾞ登録者へのｱﾌﾟﾛｰﾁ強化
・高専へのｱﾌﾟﾛｰﾁ強化
・人材派遣会社へのｱﾌﾟﾛｰﾁ（ｷｬﾘｱ採用）

2 本社支店役割検討 支店採用枠の導入（ex.東3名、西2名等）
3 他職能連携検討 設備部ﾘｸﾙｰﾄ資料に建機説明挿入等
4 募集ツール検討 業務説明資料、HP、1dayの内容見直し等
5 採用基準検討 早期面接継続、本気度の高い学生の推薦等
6 実施
7 評価・改善

2025 2026内容項目
2022 2023

2024

（１）現状

項目 現状
マイルストーン

2024 2027 2030

採用数（全国型） 平均1.3人 平均5人 平均5人 平均5人

人員確保施策実施率 － 100％ 100％ －

（２）あるべき姿実現施策

7名減

47名減
15名増
25名減

2021年182名
（55歳以下163名）

あるべき姿実現に向けた必要マンパワー

合計人数
200.8人（東91.9人、西108.9人）
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② 東西交流 部門間連携
人・物・技術の交流・共有・活用が図れ、他部門と一体感、温度感・スピード感が
共有できる環境が整っている
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（１）現状

（２）あるべき姿実現施策
ａ．東西業務の全店標準化

ｂ．部門間連携向上施策の実現

品質保証体系等、例規類に役割及び他部門との連携を明記する分野 取組み事項

開発 主要開発課題の全店調整。開発活動の標準化。技研との連携

計画 ＢＩＭ活用、強度検討・見積ツール、標準計画シート、杭工事計画

調達 クレーン、レンタル機械の集約調達、棚卸巡回、CO2排出抑制

運用
整備・指導業務外注化、教育ツール、機械全店活用、機械品質
（故障削減）、生産指標(省人化･原価低減)

電気 低圧、改修、解体、A2支店等の保安。教育ツール。計画業務

施工 施工支援範囲、開発工法展開、技術伝承教育

安全 管理対象範囲、A2支店対応、教育ツール

統一すべき業務を抽出・整理し、標準化を図る

2022

・品質保証体系規程
・分掌業務基準
・職務権限規程
・工事調達規程
・工事用電気規程
・基本施工計画業務マニュアル
・施工管理業務マニュアル
etc.

役割が拡大

東西で業務分野毎
の投入マンパワーに
バラツキ

項目
現
状

マイルストーン

2024 2027 2030

全店標準化件数 － 6件 累計13件 累計20件

部門間連携施策件数 － 2件 累計5件 累計7件
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③ ダイバーシティー
シニア層など多様な人材の個性や能力が”適所適材”で発揮できている
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2021年

全体の10% 全体の
29%

75%が地域型

2031年

63%が地域型※毎年5名採用できた場合

GL世代が少数
GL18名

若手全国型急増

（１）現状

項目 シニア層に期待する役割

安全
品質

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

・社内外教育及び安全巡回
（玉掛、ｵﾍﾟﾚｰﾀ、ｸﾚｰﾝ機能付油圧ｼｮﾍﾞﾙ、高車、電気、運
搬、解体機、小型移動式ｸﾚｰﾝ、ｸﾚｰﾝ協会etc.）

・A2支店等、地方への関与拡大

原価力
・

生産力

・機械集約調達の強化（棚卸巡回等）
・機械運用体制の整備、外注会社育成
・基礎工事等、機械化施工技術の伝承

作業所常駐
半常駐など

工事用機械の品質、原価、工程、安全、環境の管理
（機械施工の品質、原価、工程、安全、環境の管理）

ａ．シニア層（56歳以上）活用策の立案・実現 ｂ．体制整備

20、21年平均残業時間：20h/月・人

従業員満足度調査点：3.5

2022 2023 2024 2025 2026
1 外注体制検討
2 外注先検討
3 教育制度整備
4 教育ツール整備
5 外注人材確保
6 実施
7 評価・改善

項目

限られた人材を柔軟に配置し、ﾊﾟ
ﾌｫｰﾏﾝｽを最大化できる組織構築

2030年を目指した

組織モデル（案）の作成

採用方針変更に伴う機械運用体制整備

（２）あるべき姿実現施策

全体の29%
（59人）が56
歳以上

従業員意識調査点が会社目標値より低い

安全関与範囲拡大、協力会社指導強化等に期待

項目 現状 2024 2027 2030

シニア活用施策件数 － 3件 累計7件 累計10件

体制整備実施率 － 100% 100% －

従業員満足度調査点 3.5 3.6以上 3.8以上 4.0以上

検討中



九州

名古屋

教育計画（大阪）

教育計画（東京）

建機系職能共通のキャリアプラン、
キャリアパス、教育計画の整備が不十分

機電部門のあるべき姿 人材・専門技術の活動目標（二次方策）

④ 伝承・教育
専門性かつ経験が必要な工事に継続して取り組んでおり、現地現物（自社施工含む）
により人材育成と技術の伝承が図れている
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（１）現状

（２）あるべき姿実現施策
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2031年

採用方針変更に伴い
今後若手総合職（全国）が増加

整備、組解体指導等の技術力維持に不安

標準年齢 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
社内資格 新
役付資格 新

Ａさん（院卒） 新社員
Ｂさん（院卒） 新社員
Ｃさん（大卒） 新社員
Ｄさん（大卒） 新社員

Ｅさん（高専卒） 新社員
Ｆさん（高専卒） 新社員

機械Ｇ 施工Ｇ

機械Ｇ

作業所orその他Ｇ

勤
続
年
数
資
格
基
本
ロ
ー
テ
案

ＧＳ２ＧＳ１
早期登用→

施工Ｇ

施工Ｇ 機械Ｇ

施工Ｇ
機械Ｇ 施工Ｇ

施工Ｇ 機械Ｇ
作業所orその他Ｇ
作業所orその他Ｇ

作業所orその他Ｇ
作業所orその他Ｇ

作業所orその他Ｇ
機械Ｇ

クレーン・エレベータ・電気整備・指導業務や資産運用管理業務を学ぶ特に基礎工事を学ぶ

ａ．キャリアパス設定、教育ローテーション、及び教育内容の計画・実施

検討中

③建機系社員専門教育カリキュラム拡充

検討中

大阪

東京

キャリアプラン案（ ‘18年作成）

項目 現状
マイルストーン

2024 2027 2030

ｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝ実施率 － 70%以上 70%以上 70%以上

教育計画実施率 － 100% 100% －

項目 教育内容 目標到達水準
計画確認会 クレーン指針（計画編）の内容理解 計画内容が理解できる
打合せ書類作成 機械責任者教育受講、OHSMS作業手順書の理解 OHSMS作業手順書の修正ができる
危険作業事前打合 事前打合せ資料作成及び打合せへの参画 事前打合せ記録シートの作成ができる
運搬車両調整 事前打合せへの参画、入出庫業務、配車表の理解 配車表が作成できる
資機材類手配 事前打合せへの参画及び資機材類手配の実施 必要資機材類が準備できる
組立解体指導 手順書・取説の理解及び組解体指導への参画 手順書・取説に基づき指導できる
社内完成検査 検査表の内容理解及び完成検査の実施 検査表に基づき社内検査ができる
落成検査立会 落成検査の内容理解及び落成検査への参画 落成検査立会補助ができる
月例点検 点検表の内容理解及び月例点検の実施 点検表に基づき月例点検ができる
トラブル対応 原因究明・対策立案手法、過去事例、取説等の理解 取説に基づく故障部位の特定と是正指示ができる

組
立
解
体
指
導

項目 教育内容 目標到達水準
部材検収 許容変形量等管理値把握、搬入時の実地検収 部材の変形等の異常を評価・記録できる
荷卸し・積込み・小運搬 揚重運搬に関する法令・社規の把握、資格取得 法令・社規等に基づく作業指示、安全管理ができる
小ばらし・組付け 部品構成、手順、精度・締付力等管理値の把握、実技 管理値に基づく作業確認、安全管理ができる
部材補修 寸法精度・溶接等品質基準の把握、溶接等実技 品質基準に基づく補修指示、製品検査ができる
ケレン・塗装 下地処理・膜厚等品質・安全・環境基準の把握、実技 各基準に基づく作業管理ができる
シーブ等回転部整備 部品構成、整備要領、摩耗等管理値の把握、実技 各基準・要領書に基づく作業管理、安全管理ができる
減速機類整備 〃 〃
油圧シリンダー類整備 〃 〃
モータ・ブレーキ類整備 〃 〃
電気・検出機器類整備 〃 〃
試運転・完成検査 試験・検査基準の理解、実地検査 完成検査記録表に基づき社内検査ができる
トラブル対応 原因究明・対策立案手法、過去事例、取説等の理解 取説に基づく故障部位の特定と部品交換指示ができる

機
械
整
備 検討中
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